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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第34期
第１四半期
連結累計期間

第35期
第１四半期
連結累計期間

第34期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 2,827,414 2,684,339 11,393,565

経常利益又は経常損失（△） (千円) 48,029 △34,119 354,012

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) 27,261 △39,164 178,058

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 30,058 △39,164 179,969

純資産額 (千円) 2,731,313 2,756,017 2,875,175

総資産額 (千円) 4,937,549 5,217,615 5,010,777

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 4.54 △6.53 29.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.3 52.8 57.4

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第34期及び第34期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第35期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　当社は、平成25年７月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を行っており

ます。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額又は四

半期純損失金額を算定しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、国内需要の底堅さや海外経済の持ち直し等により、

緩やかに回復しつつあります。

情報サービス産業におきましては、顧客企業の業況感には改善が見られるものの、情報化投資に対する

慎重な姿勢に大きな変化は見られませんでした。

このような状況のもと、当社グループは顧客満足の更なる向上を図るため、技術力を基盤としたプロ

ジェクトマネジメント力とコンサルティング力の活用による高付加価値サービスの提供に努めました。

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高は2,655百万円（前年同四半期比6.2％増）、

売上高は2,684百万円（前年同四半期比5.1％減）となりました。利益面につきましては、営業損失は21百

万円（前年同四半期 営業利益53百万円）、経常損失は34百万円（前年同四半期 経常利益48百万円）、四

半期純損失は39百万円（前年同四半期 四半期純利益27百万円）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりです。

① ソリューション事業

　他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティング、システム構築につきましては、顧客のグ

ローバル展開支援や情報の可視化を図る複合型ソリューションの提供を推進し、着実なプロジェクトの

遂行に努めました。また、顧客ニーズを捉えた積極的な提案活動に努めました。当セグメントの受注高は

1,729百万円（前年同四半期比6.7％増）、売上高は1,727百万円（前年同四半期比8.7％減）、セグメント

利益は135百万円（前年同四半期比40.2％減）となりました。 

② プロダクト事業

  自社開発ERPパッケージ「MCFrame」および「A.S.I.A.」につきましては、顧客・ビジネスパートナー

との関係強化や、新規ビジネスパートナーの開拓によるライセンス販売の拡大に注力し、ライセンス売上

高は375百万円（前年同四半期比10.4％増）となりました。また、製品機能拡充への取組みや、有力パート

ナーとの製品連携を進め、ブランドの訴求力向上に努めました。当セグメントの受注高は846百万円（前

年同四半期比4.0％増）、売上高は862百万円（前年同四半期比0.1％減）、セグメント利益は206百万円

（前年同四半期比26.3％増）となりました。

③ システムサポート事業
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東洋ビジネスシステムサービス株式会社が展開する運用・保守等のシステムサポート事業につきまし

ては、引き続きシステムのライフサイクルサポートの充実に努めました。当セグメントの受注高は80百万

円（前年同四半期比24.1％増）、売上高は94百万円（前年同四半期比28.7％増）、セグメント損失は14百

万円（前年同四半期 セグメント損失16百万円）となりました。 

　

(2) 財政状態の分析

① 資産の部

流動資産につきましては、仕掛品の増加等により、前連結会計年度末と比較して161百万円増加し、

3,458百万円となりました。なお、当第１四半期連結会計期間末の総資産に占める流動資産の比率は

66.3％であります。

　また、固定資産につきましては、有形固定資産の取得による増加等により、前連結会計年度末と比較して

45百万円増加し、1,759百万円となりました。

　これらの結果、資産の部の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比較して206百万円

増加し、5,217百万円となりました。

② 負債の部

負債の部の当第１四半期連結会計期間末残高は、短期借入金の増加、前受金の増加、支払手形及び買掛

金の増加等により、前連結会計年度末と比較して325百万円増加し、2,461百万円となりました。

③ 純資産の部

純資産の部の当第１四半期連結会計期間末残高は、剰余金の配当による減少、四半期純損失を計上した

ことによる減少等により、前連結会計年度末と比較して119百万円減少し、2,756百万円となりました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して4.6ポイント

減少し52.8％となりました。

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は22百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

(注)  平成25年５月30日開催の取締役会の決議により、平成25年７月１日を効力発生日として株式分割に伴う定款変更

を行い、発行可能株式総数を株式の分割の割合に応じて増加いたしました。これにより、平成25年７月１日現在の

発行可能株式総数は16,000,000株増加して24,000,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年８月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000 6,000,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株であ
ります。

計 2,000,000 6,000,000  ―  ―

(注) １  当社は、平成25年４月４日に東京証券取引所市場第二部に株式を上場いたしました。なお、大阪証券取引所

JASDAQ(スタンダード)については、平成25年６月11日に上場廃止となっております。

２  平成25年５月30日開催の取締役会の決議により、平成25年７月１日を効力発生日として１株につき３株の割

合をもって株式を分割いたしました。これにより、発行済株式総数は4,000,000株増加して6,000,000株となっ

ております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

      該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

      該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年６月30日 ― 2,000,000― 697,600― 426,200

(注)  平成25年７月１日を効力発生日として、１株につき３株の割合をもって株式を分割いたしました。これにより、発

行済株式総数は4,000,000株増加して6,000,000株となっております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式　　  　100

完全議決権株式(その他)
 普通株式 　

―
1,999,400 19,994

単元未満株式
 普通株式

― ―
500

発行済株式総数
2,000,000

― ―

総株主の議決権 ―
19,994

―

(注) １　単元未満株式の普通株式には、当社所有の自己株式58株が含まれております。

２  平成25年７月１日を効力発生日として、１株につき３株の割合をもって株式を分割いたしました。

　

② 【自己株式等】

平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋ビジネスエンジニア
リング株式会社

東京都千代田区大手町
１丁目８番１号

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00

(注)  平成25年７月１日を効力発生日として、１株につき３株の割合をもって株式を分割いたしました。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 541,617 566,372

受取手形及び売掛金 1,916,971 1,785,830

仕掛品 223,378 457,492

その他 614,797 648,420

流動資産合計 3,296,763 3,458,116

固定資産

有形固定資産 105,605 165,211

無形固定資産

ソフトウエア 1,170,034 1,161,427

その他 477 204

無形固定資産合計 1,170,511 1,161,632

投資その他の資産

その他 443,395 438,155

貸倒引当金 △5,499 △5,499

投資その他の資産合計 437,895 432,655

固定資産合計 1,714,013 1,759,499

資産合計 5,010,777 5,217,615

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 246,773 364,718

短期借入金 300,000 500,000

未払法人税等 93,165 5,500

前受金 478,990 623,858

賞与引当金 496,494 201,052

品質保証引当金 17,854 17,591

その他 502,324 748,877

流動負債合計 2,135,601 2,461,598

負債合計 2,135,601 2,461,598

純資産の部

株主資本

資本金 697,600 697,600

資本剰余金 426,200 426,200

利益剰余金 1,751,543 1,632,385

自己株式 △168 △168

株主資本合計 2,875,175 2,756,017

純資産合計 2,875,175 2,756,017

負債純資産合計 5,010,777 5,217,615
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 2,827,414 2,684,339

売上原価 2,016,280 1,935,312

売上総利益 811,134 749,026

販売費及び一般管理費 757,746 770,805

営業利益又は営業損失（△） 53,387 △21,778

営業外収益

為替差益 － 1,441

その他 2 2

営業外収益合計 2 1,444

営業外費用

支払利息 2,157 178

持分法による投資損失 2,815 －

株式公開費用 － 12,000

その他 387 1,607

営業外費用合計 5,360 13,785

経常利益又は経常損失（△） 48,029 △34,119

特別損失

固定資産除却損 － 321

特別損失合計 － 321

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

48,029 △34,441

法人税等 20,767 4,723

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

27,261 △39,164

四半期純利益又は四半期純損失（△） 27,261 △39,164
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

27,261 △39,164

その他の包括利益

持分法適用会社に対する持分相当額 2,796 －

その他の包括利益合計 2,796 －

四半期包括利益 30,058 △39,164

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 30,058 △39,164

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

　　ん。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）

　　は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 179,511千円 164,948千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 69,994 35平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 79,993 40平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

　(注)１株当たり配当額40円には、記念配当５円を含んでおります。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,891,201862,78773,4252,827,414― 2,827,414

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

235 ― 217,181217,417△217,417 ―

計 1,891,437862,787290,6063,044,831△217,4172,827,414

セグメント利益又は損失(△) 226,419163,679△16,907373,191△319,80353,387

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額△319,803千円は、各報告セグメントに配分していない全

社費用等であります。

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,727,586862,25294,5002,684,339― 2,684,339

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,682 ― 193,003194,685△194,685 ―

計 1,729,268862,252287,5032,879,025△194,6852,684,339

セグメント利益又は損失(△) 135,494206,711△14,130328,075△349,853△21,778

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額△349,853千円は、各報告セグメントに配分していない全

社費用等であります。

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

　 4円54銭 △6円53銭

（算定上の基礎） 　 　 　

四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(千円) 27,261 △39,164

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(千円) 27,261 △39,164

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,999,526 5,999,526

(注) １  前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　　 ２  当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり

四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ３  当社は、平成25年７月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を

行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期

純利益金額又は四半期純損失金額を算定しております。

　

(重要な後発事象)

当社は、平成25年５月30日開催の取締役会の決議に基づき、株式の流動性を高め、投資家の皆様に一

層投資しやすい環境を整えることにより、多くの投資家の方々に当社株式を保有頂く機会を設けるこ

とを目的として株式分割を行っております。当該株式分割の内容は、次のとおりであります。

１．株式分割の割合及び時期：平成25年７月１日を効力発生日として平成25年６月30日の株主名

簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を１株につき３株の割合をもって分割す

る。

２．分割により増加する株式数

①株式分割前の発行済株式総数     ： 2,000,000株

②今回の分割により増加する株式数 ： 4,000,000株

③株式分割後の発行済株式総数     ： 6,000,000株

④株式分割後の発行可能株式総数   ：24,000,000株

３．１株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映されております。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月８日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社

取 締 役 会  御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士   須    藤    修    司    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士   金    子    秀    嗣    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋
ビジネスエンジニアリング株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四
半期連結会計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４
月１日から平成25年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社及び
連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成
績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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